
基発第0206002号

平成 19年 2月 6日

独立行政法人 労働者健康福祉機構理事長 殿

厚生労働省労働基準局長

(公印省略)

温泉保養等の廃止について

簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律 (平成 1

8年 6月 2日法律第47号)等において､労働福祉事業の徹底的な見直しが求

められていることを踏まえ､今般､労働福祉事業により実施している温泉保養､

労災援護金､労災特別援護措置､特別栄養食及び附添看護について見直すこと

とし､別添のとおり都道府県労働局長あて通達したので､御了知願いたい｡



基発第0206001号

平成 19年 2月 6日

都道府県労働局長 殿

厚生労働省労働基準局長

(公印省略)

温泉保養等の廃止について

簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律 (平成 1

8年6月2日法律第47号)等において､労働福祉事業の見直しが求められて

いることを踏まえ､今般､労働福祉事業により実施している温泉保養､労災援

護金､労災特別援護措置､特別栄養食及び附添看護について､下記のとおり見

直すこととしたので通知する｡

記

1 温泉保養について

(1) 本事業は､昭和56年2月6日付け基発第69号 ｢労働福祉事業実施要綱

の全面改正について｣(以下 ｢69号通達｣という｡)により､傷病が治ゆ

した者の社会復帰を促すことを目的に､昭和23年度より実施しているもの

であるが､現在においてはアフターケア制度の拡充等社会復帰促進対策が充

実してきたことにかんがみ､平成 18年度限りで廃止することとする｡

なお､これに伴い､69号通達の別添 ｢労働福祉事業実施要綱｣を別紙 1

のとおり ｢外科後処置実施要綱Jとして改めるとともに､平成 18年6月 1

目付け基発第0601001号 ｢義肢等補装具支給要綱の制定について｣の

別添 ｢義肢等補装具支給要綱｣を別紙 2のとおり改め､それぞれを平成 19

年4月 1日から適用することとするo

(2) 本事業の廃止に当たっては､経過措置を設けることとしたので､その取扱

いについて別途通知することとする0

2 労災援護金について

本事業は､平成 16年4月 1日付け基発第 0401024号 ｢労災援護金の



支給について｣(以下 ｢24号通達｣という｡)により実施 しているところで

あるが､本事業のうち生業援護金については､今後において利用が見込まれな

いため､平成 18年度限りで廃止することとする｡

なお､これに伴い､24号通達の別添 ｢労災援護金支給要綱｣を別紙3のと

おり ｢労災療養援護金支給要綱｣として改め､平成 19年4月 1日から適用す

ることとする｡

3 労災特別援護措置について

本事業については､昭和48年 8月9日付け基発第467号 ｢労災特別援護

措置について｣(以下 ｢467号通達｣という｡)により実施 しているところ

であるが､今後において利用が見込まれないため､平成 18年度限りで廃止す

ることとする｡

なお､これに伴い､平成19年3月31日をもって467号通達を廃止する

こととする｡

4 特別栄養食及び附添看護について

本事業については､昭和33年4月 18日付け基発第243号 ｢外傷性せき

髄障害患者に対する特別栄養食等の支給に関する取扱について｣､昭和 33年

11月26日付け基発第744号 ｢外傷性せき髄障害患者に対する附添看護の

取扱について｣及び昭和35年4月27日付け基発第341号 ｢外傷性せき髄

障害患者に対する特別栄養食等の支給に関する取扱いについて｣(以下 ｢24

3号通達等｣という｡)により実施 しているところであるが､今後において利

用が見込まれないため､平成 18年度限りで廃止することとする｡

なお､これに伴い､平成 19年 3月31日をもって243号通達等を廃止す

ることとする｡



(別紙 1)

外 科 後 処 置 実 施 要 綱

1 趣旨

業務災害又は通勤災害による傷病が治ゆした者においては､義肢装着のための断端部の再

手術､醜状の軽減のための再手術等を必要とすることがあることにかんがみ､これらの者の

社会復帰の促進を図るため､労働福祉事業として外科後処置を行 うものとする｡

2 対象者

外科後処置は､労働者災害補償保険法 (昭和22年浜律第50号｡以下 ｢労災保険法｣という｡)

による障害補償給付 (労働者災害補償保険陰の一部を改正する法律 (昭和40年法律第130号)

第3条の規定による改正前の労災保険法の規定による障害補償費及び障害給付を含むQ)又

は障害給付 (以下 ｢障害 (補償)給付｣という｡)の支給決定を受けた者であって､外科後

処置により障害 (補償)給付の原因である障害によって喪失した労働能力を回復し､又は醜

状を軽減し得る見込みのあるものに対して行 うものとする｡

3 範囲

(1) 外科後処置の範囲は､原則として整形外科的診療､外科的診療及び理学療法とし､その

処置に必要な医療の給付は､次のとおりとするO

イ 診察

口 薬剤又は治療材料の支給

ハ 処置､手術その他の治療

二 病院-の収容

ホ 看護

(2) 事業場の所在地を管轄する都道府県労働局長 (以下 ｢所轄局長｣という｡)は､外科後

処置を受けようとする者が労働能力を回復するため特に必要があると認めるときは､厚生

労働省労働基準局長の指示を受けて､前記以外の処置による医療の給付を承認することが

できる｡

4 実施医療機関

(1) 外科後処置に必要な医療の給付は､労災病院､総合せき損センター及び都道府県労働局

長 (以下 ｢労働局長｣という｡)が指定した医療機関において行 うものとする｡

(2) 外科後処置の実施医療機関の指定を受けようとする医療機関は､当該医療機関の所在地

を管轄する労働局長に文書で申請するものとする｡この場合において､当該申請書には､

当該医療機関の概要を記載した書類､当該医療機関の全体の平面図及び配置図､整形外科

担当医師の医師免許証の写し及びその略歴を記載した書面並びに理学療法士の略歴を記載

した書面を添付するものとする｡

(3) (2)の申請を受けた労働局長は､当該申請に係る医療機関が外科後処置の実施医療機関

として適当であると認めたときは､当該医療機関と外科彼処置に係る委託契約を締結する

ものとする｡



5 手続

(1) 外科後処置を受けようとする者は､外科後処置申請書 (様式第 1号)に診査表 (様式第

2号)を添付して､事業場の所在地を管轄する労働基準監督署長を経由して､所轄局長に

申請するものとする｡

(2) 所轄局長は､(1)の申請をした者が外科後処置の対象者であると認めるときは､その者

に､外科後処置承認書 (様式第 3号)を交付するものとする｡

(3) (2)の承認書の交付を受けた者は､外科後処置を受けようとするときは､当該承認書を

外科後処置の実施医療機関に提出するものとする｡

(4) 外科後処置の実施医療機関は､外科後処置に要した費用を請求 しようとするときは､外

科後処置委託費請求書 (様式第4号)により､外科後処置の承認に係る都道府県労働局 (以

下 ｢労働局｣という｡)の労働保険特別会計の支出官 (以下 ｢支出官｣という｡)あて請求

するものとする0

6 費用の算定方法

外科後処置に要する費用の額は､原則として､労災保険法の規定による療養の給付に要す

る診療費の算定方法の例により算定した額 とする｡

7 旅費の支給

(1) 対象者

旅費は､外科後処置を受けるため旅行する者に支給する｡

(2) 範囲

旅費は､最も経済的な通常の経路及び方法により旅行 した場合の旅費により計算する

ものとし､その範囲は､次のとおりとする｡

イ 旅費の種類は､鉄道賃､船賃､車賃､日当及び宿泊料 とする0

ロ 鉄道賃及び船賃については､普通旅客運賃を支給する｡また､普通急行列車を運行す

る線路による旅行で片道 50キロメー トル以上のものについては急行料金を支給し､特

別急行列車を運行する線路による旅行で片道100キロメー トル以上のものについては

特別急行料金を支給する｡

ハ 革質は､1キロメー トルにつき､37円とする｡

ニ 日当は､外科後処置を受けるため病院に入院 した期間について支給するものとし､

その額は､1日につき850円とするO

ホ 宿泊料は､地理的事情等により宿泊の必要が認められる場合に限り､1夜につき8,

700円の範囲内におけるその実費額 (飲酒､遊興費､その他これらに類する費用を

除く｡)とする｡

(3) 手続

旅費の支給を受けようとする者は､旅費支給申請書 (様式第 5号)により､外科後処

置の承認をした労働局の支出官あて請求するものとする｡

8 労働福祉事業原票

所轄局長は､被災労働者毎に外科後処置の実施状況を明らかにするため労働福祉事業原票

(様式第 6号)を作成するものとする｡

9 実施期 日

本要綱は､平成 19年4月 1日から実施するものとするO



10 経過措置

本要綱の実施日以前に労働局長が締結した外科後処置に係る委託契約については､本要綱

により締結された契約とみなすものとする｡







































(別紙 2)

平成 18年 6月 1日付け基発第0601001号 ｢義肢等補装具支給要綱の制定

について｣の別添 ｢義肢等補装具支給要綱｣の一部改正

1 12の(3)のア中の ｢昭和56年 2月6日付け基発第69号 ｢労働福祉事業

実施要綱全面改正について｣(以下 ｢69号通達｣というO)の別添 ｢労働福

祉事業実施要綱｣の旅費支給申請書｣を ｢義肢等補装具旅費支給申請書 (様式

第10号)｣に､同イ中の ｢旅費支給申請書を｣を ｢アの申請書を｣に､同(4)

のイ中の ｢事実証明書 (様式第 10号)を添付した旅費精算申請書 (旅費支給

申請書の標題を ｢旅費精算申請書｣と改め使用すること｡)｣を ｢義肢等補装

具旅費精算申請書 (様式第 11号)｣に､それぞれ改める.

2 様式第 10号を別紙2-1のとおり改めるD

3 様式第11号として別紙2-2を加える｡



















(参考 改正後の要綱)

義 肢 等 補 装 具 支 給 要 綱

1 趣旨

業務災害又は通勤災害により傷病を被った者にあっては､四肢の亡失､機能障害等により

義肢その他の補装具等 (以下 ｢義肢等｣というO)を必要とすることがあることにかんがみ､

これらの者の社会復帰の促進を図るため､義肢等を支給するものとする｡

2 支給種目

義肢等として支給できる種 目は､次のとおりとする｡

(1) 義肢

(2) 上肢装具及び下肢装具

(3) 体幹装具

(4) 座位保持装置

(5) 盲人安全つえ

(6) 義眼

(7) 眼鏡 (コンタクトレンズを含むC)

(8) 点字器

(9) 補聴器

(10)人工喉頭

(ll)車いす

(12)電動車いす

(13)歩行草

(14)収尿器

(15)ス トマ用装具

(16)歩行補助つえ

(17)かつら

(18)涼腸器付排便剤

(19)裾済予防用敷ふとん

(20)介助用リフタ-

(21)フローテーションパッド(車いす及び電動車いす用に限るO以下同じ.)

(22)ギャッチベッド

3 支給基準

(1) 対象者及び範囲

ア 支給する対象者及び範囲は､別表 1に定めるところによるものとする｡

イ 別表 1の ｢障害 (補償)給付を受けると見込まれる者｣とは､障害 (補償)給付の請

求から支給決定まで相当期間を要する場合において､当該請求の時点で義肢等の支給要

件を満たすことが明らかである者をいうものとするO



ウ 次の者は､別表 1において ｢障害 (補償)給付を受けた者｣とみなして取り扱うもの

とする｡

(ア) 労働者災害補償保険法の一部を改正する法律 (昭和 35年法律第29号)の規定に

よる改正前の労働者災害補償保険法 (昭和 22年法律第50号O以下 ｢労災保険法｣

というo)の規定による打切補償費を受けた者で傷病が治ゆし､義肢等を必要とする

程度の障害を残したもの

(イ) 労働者災害補償保険法の一部を改正する法律 (昭和40年法律第130号)の規定

による改正前の労災保険法の障害補償費等の支給を受けた者

(ウ) 時効により障害 (補償)給付の支給を受けることができない者

(エ) 労災保険法に規定する第三者行為による災害について損害賠償を受けたため障害

(補償)給付を受けることができない者

(2) 型式及び価格等

支給の対象となる型式及び価格等の基準は､別表2に定めるところによるものとする｡

(3) 耐用年数が経過する前の再支給

ア 都道府県労働局長 (以下 ｢労働局長｣という｡)は､本要綱に定める耐用年数を経過

する前に使用不能となった義肢等を有する者から､義肢等の支給申請があった場合､当

該申請者の職業､作業態様､日常の使用状況､障害の状態等を勘案の上､通常の使用状

態においてき損 し (本人の故意による事故によって生じた場合を除く｡)､修理不能と

なったものと認められるものに限って支給できるものとする｡

なお､修理不能とは､修理により義肢等の本来の機能を復元することができない場合

のほか､修理の価格が要綱別表2の支給基準に定める価格を超える場合も含むものとす

る｡

イ ｢義肢｣､｢上肢装具及び下肢装具｣､｢盲人安全つえ｣､｢義眼｣､｢車いす｣及び ｢歩行

補助つえ｣について､業務上の事由又は通勤によりき損し､かつ､修理不能又は使用不

能となったときは､当該義肢等 (以下 ｢旧使用の義肢等｣という｡)が労働福祉事業と

して支給された義肢等であるか否かは問わず新たに支給するものとする｡

なお､旧使用の義肢等が労働福祉事業により支給されたものでない場合､新たに支給

を受けた義肢等が､別表2に定める耐用年数を超えた場合であっても､新たに労働福祉

事業により義肢等の支給はしないものとする｡

4 修理基準

(1) 義肢等の修理は､次の篠目に対し行 うものとするo

① 義肢

② 上肢装具及び下肢装具

③ 体幹装具

④ 座位保持装置

⑤ 眼鏡 (コンタク トレンズを除く｡)

⑥ 補聴器

⑦ 人工喉頭



⑧ 車いす

⑨ 電動車いす

⑲ 歩行車

⑪ 収尿器

⑫ 歩行補助つえ

⑬ 介助用リフタ-

⑭ フローテーションパッド

(2) 修理の要件

修理は､労働福祉事業として支給された(1)の義肢等が､通常の使用状態においてき損

した場合又は経年により劣化した場合等に行うものとするO

ただし､次に掲げる場合は､修理は行わないものとする｡

ア 本人の故意による事故によって生じたき損の場合

イ 修理により義肢等の本来の機能を復元することができない場合

ウ 義肢等の修理の価格が､本要綱に定める当該義肢等の価格を超える場合

(3) 修理の範囲

ア 修理は､別表3に基づき行うものとする｡

イ 修理は､修理を要する義肢等の本来の機能を復元するための一切の修理とし､回数に

制限を付さないものとする0

5 基準外支給

(1) 趣旨等

ア 労働局長は､被災労働者の障害の状態等を勘案してやむを得ない事情により必要があ

ると認めるときは､厚生労働省労働基準局長の承露を受けて､2の支給種目の範囲内に

おいて､3の支給基準及び4の修理基準に基づかない支給又は修理を行うことができる

ものとする｡

イ 基準外支給制度は､本要綱L_こ定める支給基準及び修理基準では必要最小限の目的すら
達せられない場合に限ってきわめて限定的に認められるものとする｡

(2) 承認手続

労働局長は､基準外支給が必要と認めるときは､本省-りん伺するものとするoこの場

合は､申請書の写し､申請書の障害状況､担当医の意見､労働福祉事業以外の制度からの

支給の有無､当該申請に係る義肢等の見積書その他必要書演を添付するものとする｡

(3) 基準外支給の対象種目

筋電電動義手の支給については､昭和54年8月31日付け基発第433-1号 ｢労働

福祉事業実施要綱の一部改正及び筋電電動義手の支給について｣に基づき基準外支給の対

象とするO



6 海外支給

本要綱に定める ｢義肢｣又は ｢車いす｣の支給対象者であって､海外に居住しているもの

について､労働局長は､別に定めるところにより､当該者が海外の居住地で購入した ｢義肢｣

又は ｢車いす｣の費用を支給することができるものとする｡

7 支給及び修理の手続

(1) 申請

ア 義肢等の支給又は修理を受けようとする者 (以下 ｢申請者｣というO)は､義肢等支

給 ･修理申請書 (様式第1号)を､事業場の所在地を管轄する労働基準監督署長 (以下

｢所轄署長｣というo)を経由して､事業場の所在地を管轄する労働局長 (以下 ｢所轄

局長｣というD)に提出するものとする｡

なお､｢介助用リフタ-｣の支給申請にあっては､申請書に介護人等の状況報告書 (様

式第1号 (2))を添付するものとする｡

イ 所轄署長は､当該申請書の記載事項を保険給付記録票と照合の上､その労働福祉事業

関係欄に義肢等支給 ･修理申請書経由の旨を記入した後､当該申請書を所轄局長に進達

するものとする｡

(2) 障害 (補償)給付受給者の確認

ア 所轄署長は､保険給付記録票等により､申請者が障害 (補償)給付の受給者であると

確認できた場合は､申請書記事欄に確認済の旨を記載するものとするO

イ 所轄署長がアの確誰ができなかった場合､所轄局長は､労働福祉事業原票により確認

を行うものとするO

なお､当該原票を保存期間満了により処分している場合は､申請者の居住地を管轄す

る福祉事務所に照会し確認を行うものとする｡

(3) 耐用年数の確認

義肢等の支給を受け､その後身体障害者福祉法 (昭和24年法律第283号)に基づき､

義肢等の支給を受けた者について､その後の耐用年数経過の確認は､次により行うことと

する｡

ア 所轄署長は､身体障害者手帳等により耐用年数の確認が容易に可能な場合､当該手帳

により必要事項を確課し､申請書記事欄に耐用年数経過確認済の記載をするものとするO

イ 所轄署長がアの確認ができなかった場合､申請者の居住地を管轄する福祉事務所に照

会し確認を行 うものとするo

(4) 承認

所轄局長は､申請者が3の支給基準又は4の修理基準の要件を満たすものであると認め

たときは､当該申請者に義肢等支給 ･修理承認書 (様式第2号)を交付するものとする｡

(5) 見積

義肢等の支給又は修理の適格者であると認められた申請者から義肢等の製作､修理等の

依頼を受けた者 (以下 ｢受注予定者｣というo)は､見積書 (様式第3号(1))(義肢､装



具の製作又は修理に係る場合は､見積内訳書 (様式第3号(2)～(4))を添付するものとす

る｡)を義肢等の支給又は修理の承認を行った都道府県労働局の労働保険特別会計の支出

負担行為担当官 (以下 ｢支出負担行為担当官｣というD)に浸出するものとするO

(6) 注文

ア 支出負担行為担当官は､提出された見積書が適正であると認められた場合､受注予定

者に対し､義肢装具製作 ･修理注文書 (様式第4号)を発付するものとするO

イ 受注予定者は､義肢等の支給又は修理の価格が50万円以上となる場合は､別紙2の

請書を提出するものとする (契約事務取扱規則第15条｡昭和56年4月 1日付け会発

第59号)｡

(7) 検収

ア 義肢等を申請者に交付するときは､支出負担行為担当官から義肢等の検収に関する事

務を委任された職員 (以下 ｢検収官吏｣という｡)が立ち会 うものとする｡

イ 涜腸器付排便剤及び裾済予防用敷ふとんの検収については､義肢等支給 ･修理費用請

求書に添付された発送証明により検収に代えるものとする｡

り 所轄局長は､義肢等を支給する場所が他の都道府県労働局 (以下 ｢他局｣という｡)

の管内の場合､受注者に対し他局の検収官吏による検収を受ける旨連絡するとともに､

他局の検収官吏に注文書及び承認書の写しを送付し､検収を依頼する等相互間で連絡す

るものとする｡

エ 修理に係る検収については､検収官吏は､当該修理された義肢等について注文書どお

りの修理がなされていることを確認するものとする｡

オ 義肢等を申請者に交付する場合 は､当該義肢等を検収官吏が検収した後､製作者から

直接交付できるものとする｡

8 採型指導

(1) 採型指導は､次の種目に対して行 うものとするO

(∋ 義肢

② 上肢装具及び下肢装具

(診 体幹装具

④ 座位保持装置

(2) 採型指導の依頼

ア 労働局長は､(1)の義肢等の支給申請について承認を行ったときは､労災病院､医療

l)ハビリテーションセンター､総合せき損センター及び労災指定医療機関の中から労働

局長が指定した医療機関 (以下 ｢義肢採型指導医｣という｡)のうち､申請者が希望す

る医療機関に対して.採型指導依頼書 (様式第5号)により採型指導を依綬するものと

するQ

なお､採型指導の依頼は､修理又は再支給の場合においても､必要に応じて行うもの

とする｡

イ 採型指導の依頼を受けた義肢採型指導医は､当該義肢等に関する採型を行 うとともに､



申請者の希望する義肢等製作者 (以下 ｢製作者｣という｡)に対して採型結果を回付す

るものとする｡

(3) 義肢採型指導医の指定

ア 義肢採型指導医の指定は､医療機関からの申請に基づいて行うものとする｡

イ 義肢採型指導医の指定を受けようとする医療機関は､当該医療機関の所在地を管轄す

る労働局長に義肢採型指導委託申請書 (様式第6号)を提出するものとするO

ウ イの申請書には､当該医療機関の概要を記した書類､当該医療機関の全体の平面斑及

び配置図､義肢採型指導担当医の医師免許証の写し､略歴及び国立身体障害者リハビリ

テーションセンター学院の実施する補装具適合判定医師研修会(以下｢研修会｣という｡)

の修了証の写しを添付するものとする｡

エ 義肢採型指導医の指定については､次の要件を満たすもののうちから選定する｡

(7) 労災病院､医療リハビリテーションセンター､総合せき損センター又は労災指定医

療機関で整形外科診療又は主としてリハビリテーション医療を行う医療機関であるこ

と｡

(イ) 労災診療費算定基準 (昭和51年1月 13日付け基発第72号)の別表1に掲げる

医療機関において､整形外科又はリハビリテーション医療について2年以上の専門研

究の経験を有し､かつ､その期間も含め5年以上の臨床経験を有するものであって､

研修会を修了した医師が､実際に義肢装具の採型指導を行うものであること｡

(ウ) 本要綱で定める義肢採型指導料の額で義肢採型指導を行うものであることO

オ 労働局長は採型指導医の指定をするとrきは､Bu紙 1の契約書例を参考に当該採型指導

医と義肢採型指導に係る委託契約を締結するものとする｡

カ 労働局長は､義肢採型指導医を指定したときは､医療機関名､所在地､郵便番号､電

話番号､最寄駅及び義肢採型指導担当医師名を本省あて報告すること｡

また､その報告事項に変更があった場合も同様とすることO

キ 本要綱の実施日以前に義肢採型指導医として指定している医療機関については､本契

約を締結しているものとして取り扱うものとする｡

(4) 義肢等の製作に係る検査

製作者は､義肢等を製作したときは､当該義肢等を(2)のイの義肢採型指導医に提示し

て検査を受けるものとし､当該義肢採型指導医は､検査の結果､当該義肢等が申請者に適

合していると認めた場合には､その旨の証明書 (様式第7号)を製作者に交付するものと

する｡

9 費用の請求

(1) 義肢等の支給又は修理に要する費用を請求しようとする者は､義肢等支給 ･修理費用請

求書 (様式第8号(1))(義肢､装具の製作又は修理に係る場合は､義肢等支給 ･修理費

内訳書 (様式第8号(2)～(4))を添付するものとする｡)を義肢等の支給又は修理の承認

を行った都道府県労働局の労働保険特別会計の支出官 (以下 ｢支出官｣という｡)あて提

出するものとする｡

なお､義肢等の製作に係るものである場合は義肢採型指導医の交付した証明書 (様式第



7号)を､涜腸器付排便剤又は裾癒予防用敷ふとんの支給に係るものである場合は発送証

明書を､それぞれ当該請求書に添付するものとするO

(2) 義肢採型指導医は､義肢採型指導料を請求しようとするときは､義肢採型指導料請求書

(様式第9号(1))及び義肢採型指導料内訳書 (様式第 9号 (2))を採型指導を依棋した都

道府県労働局の支出官に提出するものとする｡

10 費用の額

(1) 支給及び修理

ア 義肢等の支給又は修理に要する費用の額は､別表2及び別表3に定める価格の100

分の103に相当する額の範囲内とするQただし､次に掲げる支給又は修理に係る費用

の額については､別表2及び別表3に定める価格の100分の105に相当する額の範

囲内とする｡

① 別表2の(5)の眼鏡(弱視眼鏡に係るものを除くC)の支給

② 別表 2の(5)の歩行補助つえ(松葉つえ､カナディアン ･クラッチ､ロフストランド

･クラッチ及び多点杖を除く.)の支給

③ 別表2の(5)のかつらの支給

④ 別表 2の(5)の漠腸器付排便剤の支給

⑤ 別表 2の(5)の裾済予防用敷ふとんの支給

⑥ 別表 2の(5)のフローテーションパッドの支給

⑦ 別表 3の(5)の眼鏡の項中枠交換(弱視眼鏡に係るものを除くO)

⑧ 別表 3の(5)の眼鏡の項中レンズ交換

⑨ 別表 3の(5)の補聴器の項中イヤホン交換､高度難聴用イヤホン交換､箱形 (骨導

型用)レシーバー交換､眼鏡形平面レンズ交換及び骨導型箱形-ツドバンド交換

⑩ 別表 3の(5)の人工喉頭の項中気管カニューレ交換及び充電器交換

⑪ 別表 3の(5)の車いすの項中クッション交換及び夜光装置交換

ヽ ⑫ 別表 3の(5)の電動車いすの項中バッテリー交換 (マイコン内蔵型に係るものを含

む｡)､外部充電器交換､オイル交換及びグリス交換

⑬ 別表 3の(5)の収尿器に係る交換

⑭ 別表3の(5)の介助用リフタ一に係る交換及び修理

⑮ 別表 3の(5)のフローテーションパッドに係る交換

･イ 別表2及び別表3に定める義肢等の価格には荷造運搬料､使用方鋲の説明及び指導等

の要する費用を含むものとする｡

なお､所轄局長は､荷造運搬料を別途請求されたときは､義肢等の製品代が正当と認

められる場合に限り､義肢等の製品代と運搬料の合算額が別表 2及び別表3に定める価

格を超えない範囲で､これを義肢等の価格に含めて支給できるものとする｡

(2) 義肢採型指導料

ア 義肢採型指導医が請求できる義肢採型指導料の額は､採型指導に必要な資材費を含み､

義肢等を装着する1肢につき､健康保険法 (大正11年法律第70号)の規定による梗

蓑の費用の額の算定方法の別表第 1医科診療報酬点数表に定める治療装具の採型ギプス



の点数 (以下 ｢ギプス点数｣というO)に労災保険法の規定による療養の給付に要する

診療費の算定基準に定める単価を乗じて得た額とするo

なお､次の場合は､各項に掲げるギプス点数の区分を適用するものとする｡

(ア) 採寸を行った場合

義肢装具採寸法

(イ) 手指及び足指切断に係る採型を行った場合

義肢装具採型法 (四肢切断の場合)

(ウ) 硬性以外の体幹装具に係る採型を行った場合

義肢装具採型法 (匹肢切断の場合)

(ェ) 座位保持装置に係る採型を行った場合

体幹硬性装具採型法

イ 義肢採型指導料は､義肢等の採型に伴 う診察料､資材費等一切の費用を含むものとし､

初診料等を別途請求することはできないものとする｡

(3) 端数調整

算定した額に1円未満の端数があるときは､その端数は切 り捨てるものとする｡

11 支出項目

義肢等の支給､修理及び義肢採型指導に要する費用は､(項)労働福祉事業費､(冒)

補装具等支給費から支出するものとする｡

12 旅費の支給

(1) 対象者

旅費は､次の者に支給する｡

ア 義肢､装具又はかつらの採型又は装着のため旅行する者

イ 義眼の装散のため旅行する者

(2) 範囲
旅費は､最も経済的な通常の経路及び方法により旅行 した場合の旅費により計算するも

のとし､その範囲は､次のとお りとする｡

なお､必要と認められる限 り､回数に制限を付さないものとする｡

ア 旅費の種類は､鉄道賃､船賃､車賃及び宿泊料とする｡

イ 鉄道賃及び船賃については､普通旅客運賃を支給する｡また､普通急行列車を運行す

る線路による旅行で片道 50キロメー トル以上のものについては急行料金を支給し､特

別急行列車を運行する線路による旅行で片道 100キロメー トル以上のものについては

特別急行料金を支給する｡

ウ 革質は､1キロメー トルにつき､37円とするo

エ 宿泊料は､地理的事情等により宿泊の必要が認められる場合に限 り､1夜につき8,

700円の範囲内におけるその実費額 (飲酒､遊興費､その他これらに類する費用を除

く｡)とする｡

オ 定期券及び回数券等､運賃の割引を受けることができる場合の運賃の額は､その実費



額を支給するD

カ 旅費の支給について､本要綱の規定により難い事情がある場合には､国家公務員等の旅

費に関する法律 (昭和25年法律第 114号)及び同法の運用の方針に準じ､最も経済

的と認められる経路及び方法により旅行した場合における旅費を支給するものとする｡

(3) 手続

ア 旅費の支給を受けようとする者は､義肢等補装具旅費支給申請書 (様式第 10号)に

より､義肢等の支給を承認した都道府県労働局の支出官あて請求するものとする｡

イ 所轄署長は､アの申請書を受理したときは､記載事項を保険給付記録票と照合し､当

該記録票の ｢労働福祉事業関係欄｣に ｢旅費支給申請書経由｣の旨を記入 した後､所轄

局長-進達するものとするO

(4) 旅費の前払い

ア 所轄局長は､旅行前に旅費の支給を希望する労働者について､当該労働者の経済的事

由により精算払いでは旅行することが困難であると認められる場合に限り､前払いでき

るものとする｡

イ 旅費の前払いを受けた者は､旅行期間経過後､義肢等補装具旅費精算申請書 (様武第

11号)を所轄局長に提出し､精算を行うものとする｡

ウ 旅費の前払いを受けた者が､相当期間経過するも旅行せず､又は旅行 しないことが確

実となったときは､所轄局長は当該者に支給済の旅費を返納させるものとする｡

(5) 支出項目

旅費に要する費用は､(項)労働福祉事業費 (目)社会復帰保養等旅費から支出するも

のとするO

13 労働福祉事業原票の記載

労働局長は､被災労働者毎に支給状況を明らかにするため労働福祉事業原票に記載を行う

ものとする｡

なお､労働福祉事業原票は､物品管理簿を兼ねているので､義肢等の購入及び支給に関し

ては､物品管理簿-の登載は省略するものとするO

14 実施期日

本要綱は､平成19年4月 1日から実施するものとする｡

なお､本要綱により定める支給基準及び修理基準は､本要綱実施 日以降に発行 した注文書

に係る義肢等の支給又は修理に要する費用の額について適用すること｡





している目について1日につき70円を加えた額とする｡

(3) 1月において入院 (前表イ)､外来 (前表口又はハ)が発生する場合は､前表イの

額とするo

(4) (1)及び(2)にかかわらず､常に介護を要する者で現に自宅において介護を受けて

いる者に支給する労災療養援護金の額は､(1)及び(2)に定める支給額に､介護費用

として1月につき56,710円 (その月において介護を要する費用として支出さ

れた費用の額が56,710円を超えるときは､当該支出された費用の額 (その額

が104,590円を超えるときは､104,590円)とするD)を加えた額とす
る｡

なお､常に介護を要する者で現に自宅において介護を受ける者とは､労災保険法

第19条の2 (介護補償給付)に定める ｢常時介護を受ける場合｣に相当する障害

を有する者をいう｡

C 4 手続
し (1) 労災療養援護金の支給の申請

労災療養援護金の支給を受けようとする者は､労災療養援護金支給申請書 (様式

第1号)により､業務災害及び通勤災害に係る事業場の所在地を管轄する労働基準

監督署長 (以下 ｢所轄署長｣という｡)を経由して､都道府県労働局長 (以下 ｢所轄

局長｣というC)に申請するものとするO

(2) 支給申請に係る証明

所轄署長は､申請書の被災労働者の保険に関する事項について､現存する給付原

簿及び打切補償費給付の請求書等並びに申請人の所有する打切補償費給付の支給決

定通知書のほか､申請人その他関係者からの聴き取り等により､打切補償費を受給

したことを確認の上証明を行い､所轄局長-進達するO

なお､その際には､証明の根拠となった関係書類の写し､聴き取り書等を添付す

ること｡

(3) 労災療養援護金の認定

所轄局長は､労災療養援護金の支給申請書により申請があったときは､当該申請

に係る労災療養援護金の支給について､その適否を認定し､遅滞なく労災療養援護

金認定通知書 (様式第2号)により申請人に通知するものとする｡

(4) 変更の届出

労災療養援護金の支給の認定を受けた者又はその遺族は､次の各号に掲げる事由

が生じたときは､遅滞なく労災療養援護金認定事項等変更届 (様式第3号)により､

当該事由を証明する書類を添えて､所轄局長に届け出るものとするQ

(∋ 氏名を変更したとき｡

(診 死亡したときo

③ 療養を必要としなくなったとき｡

(5) 届出に係る変更認定

労災療養援護金認定事項等変更届の届出があった場合において､労災療養援護金

の支給の認定の内容を変更する必要があると認めたときは､所轄局長は必要な変更



認定を行い､遅滞なく労災療養援護金変更認定通知書 (様式第4号)により当該届

出人に通知するものとする｡

(6) 労災療養援護金の支払請求

イ 労災療養援護金の支払は､毎月とする｡

､ロ 労災療養援護金の支払を受けようとする者は､支払月の初日から20日までの

間に､労災療養援護金支払請求書 (様式第5号)により､所轄局長に支払を請求

するものとする｡

ハ 労災療養援護金の支払を受けようとする者は､ロの請求書に当該請求期間に係

る診療費の請求書 (受診している病院又は診療所において発行したものに限るO)

を添付するものとする｡

ニ 労災療養援護金の支払を受けようとする者で､当該請求期間において3(4)の介

護に要する費用として支出された費用の額に応じた介護加算額の支給を希望する

者は､ロの請求書に当該介護を行った者の作成による介護に要した費用の額の証

明書 (様式第5号の2)を添付するものとするO

(7) 労災療養援護金の支払

(6)イの支払請求があったときは､所轄局長は､当該請求に係る労災療養援護金を

速やかに請求人に支払うものとする｡

(8) 端数の処理

労災療養援護金の支払額に1円未満の端数を生じたときは､1円に切り上げるも
のとする0

5 支出事務等

(1) 労災療養援護金の支出

イ 入院の場合､労働保険特別会計労災勘定 (項)労働福祉事業費 (冒)福祉施設

給付金から支出すること｡

ロ 外来通院の場合､3(1)の表に掲げる通院援護費については､労働保険特別会計

労災勘定 (項)労働福祉事業費 (目)福祉施設給付金から､現に自宅において介

護を受けている者に係る介護費用については､労働保険特別会計労災勘定 (項)

労働福祉事業費 (目)介護料支給費からそれぞれ支出すること｡

(2) 支出負担行為等取扱規則 (昭和27年大蔵省令第18号)第14条の規定による
整理区分は､同規則別表甲号の ｢25保険金の類｣によること｡

(3) 労災療養援護金について支出しようとするときは､支給決定を行った上で､一般

的な支出事務と同様に処理すること｡

6 返還

偽りその他不正の行為により労災療養援護金の支給を受けた者がある場合は､亘の

者から当該労災療養援護金を返還させるものとする｡

7 実施期日

本要綱による労災療養援護金の支給は､平成 19年4月1日から実施することとす

るD



8 経過措置

平成 16年3月31日以前に､廃止前の労働福祉事業団が廃止前の労働福祉事業団

法 (昭和32年法律第126号)第19条第1項第1号及び廃止前の労働福祉事業団

法施行令 (昭和32年政令第161号)第4条第6号に基づき実施していた療養の援

護金の支給に関し､労働福祉事業団理事長による支給の認定があった場合には､4(3)
所轄局長の認定があったものとみなすこととする｡




























